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第一章 序論 

第一節 研究の背景 

 民族的出自ごとの空間的分離という移民や海外出稼ぎ労働者の受け入れ国で広がる現象を受けて、文化や

生活習慣が同一なエスニックグループの集住が進んでしまうことを、単に受け入れ国側の問題とするのでは

なく、送り出し国の社会的・経済的背景を踏まえた全世界的な問題として捉えていくことは非常に重要であ

る。 

第二節 研究の目的 

 本研究では、バングラデシュとイギリスおよび日本の関係性に着目して、バングラデシュからの国際労働

力移動のメカニズムを捉えた上で、イギリスおよび日本でのバングラデシュ人の集住傾向とエスニックグル

ープの住み分け、集住地域の自治体の取り組みと課題、バングラデシュ人の生活状況と住宅問題について得

られた知見をまとめ、バングラデシュからの国際労働力移動が送り出し国と受け入れ国双方の居住環境に与

える影響を明らかにし、将来的な多民族社会の居住環境のあり方を展望することを目的としている。 

第三節 研究の意義 

 本研究では、移民や海外出稼ぎ労働者を単に「外国人」として一つの枠で括るのではなく、独自の社会的

背景や住文化を持つ個別のエスニックグループとして認知することで、労働力移動のメカニズムや、送り出

し国と受け入れ国での居住環境への影響を、出身地に基づいた民族的特性として明らかにしていくことを意

図している。 

第四節 既往研究との関連 

 これまでの建築学を中心とした自然科学の分野においては、集住地域や集住団地の事例研究に留まってい

る。国際労働力移動における送り出し国と受け入れ国の双方に着目して、移民や海外出稼ぎ労働者の居住環

境を調査した研究として、バングラデシュ人という特定のエスニックグループの移動と集住を取り上げた本

研究は、居住環境を社会問題に直接関わる重要な枠組みとして捉えた新しい試みとなる。 

第五節 研究対象の選定 

 本研究では、ニューカマーとして認知されているエスニック集団の中でも、母国の独立時期の遅さから国

際労働力移動に出遅れたため、どの受け入れ国においても所得水準の低さから、条件の悪い居住環境に置か

れやすい傾向を勘案して、バングラデシュ人を研究の対象に選んでいる。 

第六節 調査対象地の概要 

 本研究は、バングラデシュとイギリスと日本の三ヶ国で調査を行っている。バングラデシュからイギリス

への移動に関しては、バングラデシュのシレット県、イギリスのタワーハムレッツ・ロンドン特別区が調査

対象地となっている。バングラデシュから日本への移動に関しては、バングラデシュのムンシゴンジ県とダ

ッカ県、日本の東京都北区および近郊が調査対象地となっている。 

第七節 研究の方法 

 本研究での調査の方法は、文献調査、地域調査、住宅調査の三つに分類される。文献調査では大学や研究

機関での聞き取りと資料および統計の収集、地域調査では関係省庁や地方自治体、在外公館やNPOでの聞き

取りと資料および統計の収集、住宅調査では移民と海外出稼ぎ労働者に対する聞き取りと住宅内部の記録を

含めた実態調査を行っている。 

第八節 本論の構成 

 本論文は以下3つの視点に集約される。①国際労働力移動のメカニズム：エスニックグループごとの移動

傾向、プッシュ＝プル要因に着目、②送り出し国の居住環境への影響：連鎖移民による出身地の変容、③受

け入れ国の居住環境への影響：エスニックグループごとの集住傾向、出身地の偏りに着目 

 

第二章 国際労働力移動のメカニズム 



第一節 本章の目的 

 本章では、国際労働力移動がどのような要因でなぜ起こっているのかを全世界的な視点で把握した上で、

バングラデシュとイギリスおよび日本の関係性とそれぞれの現状について分析し、バングラデシュからの国

際労働力移動のメカニズムを明らかにすることを目的としている。 

第二節 調査の方法 

 本章はバングラデシュとイギリスおよび日本で文献調査と地域調査を行っている。 

第三節 プッシュ＝プル要因 

 国際労働力移動の原動力は、送り出し国のプッシュ要因と受け入れ国のプル要因の複雑な相互作用によっ

て生まれてくる。本研究ではプッシュ＝プル要因を表2-2にまとめ、国際情勢・政治・経済・社会・環境・

居住環境の６つの項目に分類して、それぞれの相関性を示している。 

第四節 移動者の特性 

 送り出し国のプッシュ要因と移動先の受け入れ国の受け入れ政策によって移動者を類型化し、6つのタイ

プに分類する。タイプを表す用語は、類型化された移動者の行為または目的を示している。 

第五節 帰国の要因と影響 

 本調査での調査対象となっている出稼ぎ帰国者の位置付けを明らかにするために、移動者の帰国要因と帰

国後の影響をまとめている。 

第六節 送り出し国と受け入れ国の関係性 

 世界の最貧国の一つであるバングラデシュは、深刻な経済不況や自然災害による失業への解決策として、

余剰労働力の送り出し政策を積極的に推進してきた。イギリスの受け入れ政策は、他の欧米諸国のように単

に戦後の労働力不足を補うという経済的な側面だけではなく、かつての植民地支配に基づいた英連邦を正当

化するという政治的側面に大きな影響を受けてきた。日本の受け入れ政策は、活動が制限されている在留資

格と在留期間の設定で厳しい出入国管理を維持しながら、移民や海外出稼ぎ労働者を選別し、極めて限定的

に受け入れてきた。 

第七節 まとめ 

 国際労働力移動の原動力は、送り出し国のプッシュ要因と受け入れ国のプル要因の、複雑な相互作用によ

って生まれてくる。バングラデシュからイギリスへの移動は国際情勢の中で旧植民地と旧宗主国であったと

いう歴史的経緯が特徴であり、バングラデシュから日本への移動は貧困や失業といったバングラデシュの経

済的なプッシュ要因の影響が大きい。 

 

第三章 送り出し国と受け入れ国の現状 

第一節 本章の目的 

 送り出し国での移動傾向、受け入れ国での集住傾向と住み分け、双方の世帯状況や住宅事情といった地域

的な居住環境の現状がどのようになっているのかを明らかにすることを目的としている。 

第二節 調査の方法 

 本章は三ヶ国で地域調査での聞き取りと資料収集を行っている。 

第三節 送り出し国としてのバングラデシュ 

 バングラデシュ海外居住者福利厚生・海外雇用省で入手した統計資料によると、イギリスへの移動はシレ

ット県が 54.18％となっている。日本への移動はムンシゴンジ県が 17.25％、ダッカ県が 21.35％となって

いる。以上の三県に関して、平均世帯人員数・住宅構造・飲料水源・電源・燃料源・労働形態・経済状態の

状況を比較分析し、移民や海外出稼ぎ労働者の出身地の地域的特性を抽出する。 

第四節 受け入れ国としてのイギリス 

 2009年時点で、イギリスの人口総数の16.65％がその他エスニックグループである。アジア系バングラデ

シュ人は392.200人で、その内の42.84％がロンドンに、そのうちの28.81％がタワーハムレッツ・ロンド

ン特別区に集住している。大家族用の公営住宅の不足や複数世帯の同居による過密居住があり、タワーハム

レッツ・ロンドン特別区では 29.3％が過密居住世帯となっており、公営住宅の割合や世帯人員の多さとと

もに、アジア系バングラデシュ人の集住地域の特徴となっている。 

 



第五節 受け入れ国としての日本 

 在留外国人は2009 年時点で2,186,121 人、人口比率は1.72%である。バングラデシュ国籍在留外国人は

全国で11,414人（0.01％）である。東京都北区では0.20％がバングラデシュ国籍在留外国人である 

第六節 まとめ 

 エスニックグループの住み分けは、ロンドンと東京都のレベルでは顕在化している。タワーハムレッツ・

ロンドン特別区では西部にはアジア系バングラデシュ人の割合が高い一方で、北部では黒人系、南部では中

国人系が他の地区に比べて割合が高い。東京都北区では、現在の統計資料では在留外国人の住み分けは把握

できない. 

 

第四章 バングラデシュからイギリスへの移動 

第一節 本章の目的 

 バングラデシュからイギリスへの移動がどういった経緯で行われ、どのような経験をし、その経験が双方

の居住環境にどのような影響を与えているのかを明らかにすることを目的としている。 

第二節 調査の方法 

 本章は、バングラデシュとイギリスで行った住宅調査での聞き取りと住宅記録に基づいている。 

第三節 シレット県の在英移民家族 

 シレット県での住宅調査では、調査対象者の13人中11人が近親者が在英者となっており、1人が出産の

ため一時帰国中で、1人が帰国者である。海外送金はシレット県の家族の生活費や住宅の更新などに使われ

ている。 

第四節 タワーハムレッツ・ロンドン特別区のアジア系バングラデシュ人 

 タワーハムレッツ区で住宅調査をした調査対象者は、13人中11人が自身もしくは親世代がシレット県出

身である。在英中の住宅は、低所得者層向けの公営住宅への依存度が高い。また、ほとんどが住宅補助を受

給したり、モーゲージを用いて住宅を購入しており、定住意識とともに持ち家指向が高い。 

第五節 まとめ 

 在英移民家族はイギリスから海外送金を受けており、生活費や土地の購入、住宅の新築や増築に用いるこ

とによる居住環境の向上が見受けられる。イギリスでは同じ地区に集住することによって、マイノリティと

して低所得者や生活弱者向けの情報を共有し、公営住宅や行政サービスといった地域資源を安定した定住の

手段として活用している。 

 

第五章 バングラデシュから日本への移動 

第一節 本章の目的 

 バングラデシュから日本への移動がどういった経緯で行われ、どのような経験をし、その経験がバングラデシ

ュと日本の居住環境にどのような影響を与えているのかを明らかにすることを目的としている。 

第二節 調査の方法 

 本章は、バングラデシュと日本で行った住宅調査での聞き取りと住宅記録に基づいている。 

第三節 ダッカ県およびムンシゴンジ県の在日海外出稼ぎ労働者家族と帰国者家族 

 調査対象者の17人中16人が1990年代以前に来日している。17人中12人がムンシゴンジ県出身者であ

り、ほとんどが帰国後は首都ダッカを居住地として選び、家族で国内移住している。 

第四節 東京都北区のバングラデシュ国籍在留外国人 

 調査対象者の11人中8人が北区在住であるが、出身地はムンシゴンジ県に限らず多岐に渡っている。11

人中7人が結婚をきっかけにバングラデシュから配偶者を呼び寄せ自分の家族を作っており、定住を視野に

入れた移動へと移行している。11人中9人が公営住宅および公的賃貸住宅に居住している。 

第五節 まとめ 

 在日海外出稼ぎ労働者は稼いだお金を出来るだけ多く送金し、母国の家族のために土地を買い住宅を建て

ることが、出稼ぎ労働者の共通した目標となっている。日本では民間賃貸への入居が拒否されたこと、日本

人の保証人が必要と言われたなどの経験から、外国人登録をしていれば日本人と同じ条件で入居手続きがで

きる公的な住宅への指向が高い。 



第六章 国際労働力移動が居住環境に及ぼす影響と展望 

第一節 本章の目的 

 バングラデシュからの国際労働力移動に関して、イギリスと日本の現状と問題点を比較研究することによ

って、日本が将来的に迎えるであろう多民族社会への道筋を展望することを目的としている。 

第二節 送り出し国の居住環境への影響 

 国際労働力移動がバングラデシュの居住環境に与える影響として、ムンシゴンジ県では日本からの帰国者

家族のダッカ県への国内移動傾向が高く、日本とダッカへの移動が連鎖移民となって地域の空洞化を引き起

こしている。シレット県からはムンシゴンジ県のような国内移動は少なく、イギリスからの海外送金が出身

地のシレット県に集約されていることから、国際労働力移動による地域の経済的発展という送り出し国本来

の目的はある程度達成されている。 

第三節 送り出し国の居住環境への影響 

 受け入れ国における特定のエスニックグループの集住傾向は、同じエスニックネットワークを共有した連

鎖移民によるものが多い。連鎖移民による集住は、同じ出身地や同じ属性のエスニックグループに偏ってし

まい、地域の社会構造を特定のレベルで固定化させてしまう傾向がある。移民が低所得者や生活弱者として

公的な住宅への依存度が高い場合、特定のエスニックグループが同じ地区に集住することは、それと同時に、

当該地区の公的な住宅団地への局地的な集住傾向を引き起こす可能性が高い。 

第五節 まとめ 

 特定のエスニックグループの過剰な集住や住み分けは、地域の空間的分離と社会的分離を連鎖的に引き起

こし、受け入れ国の居住環境を支える既存のコミュニティを崩壊させる可能性がある。それと同時に、エス

ニックグループの集住や住み分けは、低所得者や生活弱者の偏りを生み出している。集住地の地方自治体は、

コミュニティを再生し居住環境を改善していくために、エスニックグループごとの集住傾向の実態を把握

し、エスニックグループが抱える問題のレベルに応じて個別に対応できるように、行政サービスの差別化を

検討していく必要があると考えられる。将来的な多民族社会に備えて、日本の行政もイギリスの行政と同様

にエスニックグループ別の傾向を早期に抑えておくべきである。 

 

第七章 結論 

 本研究では、バングラデシュからの国際労働力移動が送り出し国と受け入れ国双方の居住環境に与える影

響と、将来的な多民族社会の居住環境のあり方に関して、以下の点が明らかとなった。 

 国際労働力移動の原動力は、送り出し国のプッシュ要因と受け入れ国のプル要因の、複雑な相互作用によ

って生まれてくる。バングラデシュからイギリスへの移動は国際情勢の中で旧植民地と旧宗主国であったと

いう歴史的経緯が特徴であり、バングラデシュから日本への移動は貧困や失業といったバングラデシュの経

済的なプッシュ要因の影響が大きい。 

 在英移民家族はイギリスから海外送金を受けており、生活費や土地の購入、住宅の新築や増築に用いるこ

とによる居住環境の向上が見受けられる。イギリスでは同じ地区に集住することによって、マイノリティと

して低所得者や生活弱者向けの情報を共有し、公営住宅や行政サービスといった地域資源を安定した定住の

手段として活用している。 

 在日海外出稼ぎ労働者は稼いだお金を出来るだけ多く送金し、母国の家族のために土地を買い住宅を建て

ることが、出稼ぎ労働者の共通した目標となっている。日本では民間賃貸への入居が拒否されたこと、日本

人の保証人が必要と言われたなどの経験から、外国人登録をしていれば日本人と同じ条件で入居手続きがで

きる公的な住宅への指向が高い。 

 特定のエスニックグループの過剰な集住や住み分けは、地域の空間的分離と社会的分離を連鎖的に引き起

こし、受け入れ国の居住環境を支える既存のコミュニティを崩壊させる可能性がある。それと同時に、エス

ニックグループの集住や住み分けは、低所得者や生活弱者の偏りを生み出している。集住地の地方自治体は、

コミュニティを再生し居住環境を改善していくために、エスニックグループごとの集住傾向の実態を把握

し、エスニックグループが抱える問題のレベルに応じて個別に対応できるように、行政サービスの差別化を

検討していく必要があると考えられる。将来的な多民族社会に備えて、日本の行政もイギリスの行政と同様

にエスニックグループ別の傾向を早期に抑えておくべきである。 


